





















第4節 小括 (以上 『法政論叢』〔山形大学〕第8号)
第4章 教会による ｢教育の自由｣の熱望
～｢国家独占｣の解体と教育の国家化～



























































































































































































































































































フランス共和国は､家族 ｡労働 ･財産 ｡公共の秩序をその基盤とする｣
(前文4項)｡共和制は､市民.に保護を保障し､彼らに教育を確保し､｢そ
の資源の限度内で労働｣を彼らに与える(同8項)｡同憲法は､住居の不






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(1)第 2帝制期の教育法制 ･教育政策に関して論じた日本語文献としては､佐藤 ･

















































































































(27)梅根監修 ･世界教育史研究会編 ･前掲､93頁 〔志村執筆〕｡
(28)熱心なカトリック教徒のシャルル ･ド･リアンセ (CharlesdeRiancey)は､
『宗教の友』(1'Amidelareligion)紙において､｢剣は打ち罰することができる｡
〔しかし〕剣は説得できない｡剣は改宗させない｡--･教会だけが､ひどく傷つ
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いた魂に手が届くのだ｡--社会を救い､癒し､再生することができるものは､
宗教､信仰､教会をおいてほかになvIJと書いている.Gontard,op.cit.,p.129.
(29)ェクサン-プロヴァンス大学の文学部教授で文学部長を務めたフオルトウル
(1811-1856年)は､20代には共和主義者や社会主義者との関係を深めていたが､
1848年12月の補欠選挙の際にバス-ザルプ地方の代表として選出された後､パリで
秩序党に入り､共和派との断絶を決定的にした｡その後､徐々にボナパルテイズ
ムへの傾斜を強める.1849年､立法議会に選出され､フアルー法採択の際は賛成
票を投じた｡ルイ-ナポレオンのクーデタの後､公教育相に就任し､死ぬまでその
職にあった｡
(30)1852年3月9日のデクレ｡フオルトウルによれば､公教育のすべての教授や官吏
を直接任免する権利を中央権力の手に取り戻したこのデクレの目的は､｢公教育の
全般的な組織を､新しい政府の諸原理それ自体と､可及的速やかに一致せしめる
こと｣であった｡Fortoul,H.,Rapportえ 1'empereursurlasituationde
l'instructionpubliquedepuisle2d6cembre1851,Paris,1853,pp.1ト15,in
ChevalieretGrosperrin,op.°it.,t.2(Documents),p.193.
(31)ボンティユは､これを教会の勝利とするO一般に宗教教育の振興に積極的な市
町村議会への諮問手続が認められたことは､教会が教師への影響力を増大するこ
とを可能ならしめると言うのである｡Ponteil,op.°it.,p.253. ところで､かか
る諮問手続を規定する同デタレ第4条の解釈につき､フオルトウルは､市町村議
会は､学校を世俗教師と宗教団体のメンバーのいずれに委ねたいかを表明しうる
にとどまると回答した｡Gontard,op.°it,,p,130.
(32)1854年6月14日の法律｡県知事は教師を村の選挙運動員として利用することにな
る｡RebouトScherrer,op.°it.,p.237.
(33)Gontard,op.cit,,p.132.
(34)Cf.ibid.,p.134.
(35)ヴォージュ県のアカデミー 視学官は､｢我々は､修道会系寄宿学校の視察を任さ
れた聖職者が､どの程度まで彼らの任務を果たしているのか分からない｡---梶
察目的で司教区当局によって委任された職員は､我々にはいかなる報告も行わな
いが､私は､彼らの視察が真剣なものであるかにつき大きな疑問をもっている｣
と記している｡ibid.,p.135.
(36)1863年の統計では､学校で学ぶ少女のおよそ3分の2が修道会の学校に通って
いた｡ibid.,p.137.
(37)Prost,op.°it.,p.180.
(38)Cf.Gontard,op.°it.,p.138ets.権威帝制期に男子教育の領域で修道会が
占めたシェアは5分の1程度であったとされる｡
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(39a)修道会教育の勢力拡大に正統王朝派が決定的な役割を果たしたとする見解と
して､Chevalier,P.,Las芭parationdel'さgliseetdel'6cole,JulesFerryet
L6onXIII,Paris,Fayard,1981,p,57.
(39b)もっとも､修道会教育の発展に対する反発も現れる｡1856年以降､強固に組
織された国家教育が社会にとって非常に重要な意義をもつと考え､国家の権利を
擁護する公教育大臣ルーラン(Rouland)の下で､聖職者への逆風が吹き始める｡
Ponteil,op.cit.,p.254ets.)I,-ランの後を受けて公教育大臣に就任したヴ
イクトル ･デュリュイも､その方針を堅持した｡
(40)Gontard,op.°it.,p.137.
(41)Ibid.,p.143.
(42)Ibid.,p.145.
(43)デュリュイ (1811-1894年)は､パリで織工場の家に生まれた｡デュリュイ家
の7代目として織工場で働くことを運命づけられていたが､優秀な生徒であった
彼は給費生として中等課程を修め､高等師範学校の試験に合格｡22歳のとき､ト
ップで歴史のアグレガシヨンに合格した｡ランスなどで教授職に就いた彼は､多
くの歴史･地理教科書を出版する.1853年に文学博士号を取得｡その著 『ローマ
人の歴史』(HistoiredesRomains)が皇帝の関心を引いたお陰で､彼は､しば
しばナポレオン3世と語り合う機会を得た｡皇帝は､デュリュイを､師範学校､
次いで理工科学校に､ユニヴェルシテ視学官として任命し､最後には公教育大臣
に任命した(1863年)｡デュリュイは､デュパンルーや教権主義者と対立しながら､
1869年までその職を務める｡その6年間の在任中､初等･中等教育において重要
な業績を残した｡
(44)デュリュイの改革について､詳しくは梅根監修 ･世界教育史研究会編 ･前掲､
98貫以下 〔志村執筆〕､Gontard,op.°it.,p.158et●S.を参照｡
(45)Cf.Fourrier,L'EnseignementfranGais,op.°it.,pp.117-118.
(46)Ibid.,p,146.
第4節 小括
｢初等教育の自由｣を実現した1833年法の立案者であるギゾ-は､教
育が社会秩序の維持､7月体制を支える社会構造の維持に役立つもので
あるという確信から､教育制度を体制保障のシ女テムとして機能させるO
ギゾ-の考える教育の目的とは､支配階級たるべき中産階級の利害が脅
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かされないように､民衆の社会的上昇を阻止し､民衆にその状態にとど
まることを受け入れさせることであった｡ギゾ-は､教育を通じて､社
会秩序の維持という徳目を民衆に浸透させることにより､既存の階層化
された社会構造を堅牢なものとし､もって､その政治支配を安定させる
ことを狙ったのである｡
ギゾ一にとって､秩序の維持と服従を教え込む教育とは ｢道徳 ｡宗敬
教育｣にはかならない｡ギゾ-は､教育の宗教的な性格を認めるにあた
り､学校教育における教会のプレゼンスを要請する｡もっとも､7月体
制のイデオローグとしてのギゾ一にとって､初発から反体制の側にある
教会への危供は拭い去りがたい｡教会のプレゼンスを要求したのは､戟
会を体制内化しようとする思惑からである｡ギゾ-は､いつ反体制の姿
勢を明確化するか知れない聖職者に対抗し､民衆教化の響導を担当する
体制イデオローグとして､｢世俗的な聖職者｣(Ponteil)たる学校教師を
位置づけていた｡
ギゾ-は､なるほど､｢初等教育の自由｣をもたらすギゾ一法を成立さ
せた｡しかし､その ｢自由｣は完全なものではなかった｡私立学板を令
めたあらゆる学校が､市町村委員会 ｡アロンデイスマン委員会の監督を
受けたのである｡私立学校は､ユニヴェルシテには統合されないが､監
督の対象であることに変わりはない.ギゾ-は､国家の権利をあげて｢自
由｣に委ねることなど考えてはいなかったはずである｡なるほど､｢民衆
教育は､宗教的な雰囲気の中で､与えられかつ受け取られねばならない｣
(Guizot)としても､それは国家が関与することによって初めて完全に
有効なものとなったはずである｡結局､国家干渉の論理を深く刻印され
たギゾ一法は､自由を認めるものというよりはむしろ､国家による教育
支配を作り上げる目的をもっていたと言うことができる｡
7月王制では日の目を見なかった ｢中等教育の自由｣は､続く第2共
和制で樹立された｡フアルー法 (1850年法)である｡フアルー法の成立
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は､一見､非常に矛盾的な出来事のように思える｡ なぜなら､.レジーム
の固有の条件として､権力機構や教育制度の非宗教化を追求するはずの
共和制が､教権勢力の利益に奉仕するような政策を採用したからである｡
まさに､フアルー法は､教会が教育の領域においてその支配力を浸透さ
せるための条件を創出したのである｡しかし､フアルー法が成立する蕊
でには､カルノーという障壁を越える必要があった｡普通選挙制の導入
に伴い､国民に政治教育を施す必要があったが､カルノーにとって､そ
れは共和制に有利な方向で行われねばならない｡そのために教師は共和
制の使徒になる｡生まれたばかりの共和制に敵は多い｡7月王制から継
続する堅牢な名望家支配がそれである｡普通選挙制は､そうした彩しい
敵に､合法的に ｢民主的｡社会的共和制｣を覆す契機を与えるかもしれ
なかった｡共和制を強固ならしめるために､名望家の支配下にある農村
住民に共和制を支持させる必要があった｡そして､分裂している国内を
統一するために､教育システムの整備をはかるべきであった｡
しかし､カルノーは成功しない｡6月蜂起により､共和制は決定的に
保守的な方向へと転換する｡ その後､秩序党や教会勢力を軸にした保守
勢力の巻き返しが行われる｡フアルー法が浮上してくるのは､そうした
政治的文脈においてのことである｡確かに､国家は､私学の監督権を留
保し､学位および免許の授与権を独占していた｡その点で､教会勢力が
完全な ｢自由｣を獲得したわけではない｡しかし､教会勢力は､教育の
領域において､巨大な特権を手中にした｡それは ｢共和主義者のいない
共和制｣の所産である.要するに､第2共和制期は､一方で､教育制度
に対する共和主義的な観念の挫折､つまり､教育制度を通じた国民 ｢疏
合｣政策の遂行における挫折という図式で､他方､教会による ｢教育の
自由｣の獲得､つまり､教育制度における特権の獲得という図式によっ
て理解されよう｡
第2帝制においては､フアルー法の適用をめぐり､国家と教会との間
100
フランス公教育制度の史的形成における自由と国家 (5)- 今野
で主導権争いが展開される｡皇帝ルイ=ナポレオンにとって､問題となる
のは､反共和主義の方向で教育政策を実施することではなく､フアルー
法の教権主義的な側面とボナパルテイズムの国家の論理とをいかに折り
合わせていくか､ということであった｡確かに､フアルー法は､｢教権主
義党 (particlerical)の大勝利｣ (1)という見方もできようが､他方で､ユ
ニヴェルシテは弱体化させられるが存続し､国家が教会との同盟関係を
断ち切ることも可能だったはずである(2)o権威帝制期には､一方で､中央
集権化を推進して秩序覚や教会勢力と対立した国家も､他方で､教育の
宗教化を認めることにより､教育修道会の勢力拡大を可能ならしめた0
しかし､ルイ-ナポレオンは､基本的に､教会に教育システムを委ねよう
とはしないのであり､自由帝制期には教権派との対決姿勢を強めさえし
た｡
エドガール｡キネ (EdgarQuinet)によれば､｢種々の教会の間の矛盾
にもかかわらず､フランス社会が存続するには､信仰やドグマの明白な
違いを抱えながらも､この社会のすべての構成員が1つの家族となる､
ということを､若い世代が学ぶ場所が不可欠なのである｡ところで､請
信仰と諸教会の苛酷な対立のただ中で､統一性や平和､市民的融和が敬
育されねばならない熟考の場所とは､非宗教的な学校である｣(3)｡しかし､
この思想を)レイ-ナポレオンが共有してOたとは思われない｡｢教育の自
由｣を保障したフアルー法は､国民統合の樫槍となるはずである｡
フアルー法は､フランス国内における階層的な分裂を温存したばかり
か､政治的 ｡社会的 ｡宗教的な激しい紛争の起爆剤の役割を果たすこと
になるであろう｡この点について､エルネストラヴイス(ErnestLavisse)
は次のように述べる｡｢フランスは､国家の学校と競合する教会学校によ
って覆われた｡-･-全フランスにおいて､--･非宗教的な学校の生徒と
修道会の生徒の間には､溝が穿たれたのである｡--ユニヴェルシテは､
破壊されることも､教会に従属させられもしなかった｡しかし､教会は､
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新しい私立学校を手中にして､ユニヴェルシテのライバルとなった｡そ
れら私立学校は､フランスの若者を奪い合い､共有し､かつ､2つの対
立する方針でもって方向づけられる2つの塊に分断しようとしていた0
そこで､フアルー法が19世紀の決定的な諸事件のうちの1つであったこ
とが､フランスにおいて理解されたのである｣ (4)0
国民統合が行われず､国民国家としての内実を満たさないまま､フラ
ンスは､分断と対立のシステムにもたれて､19世紀末の困難な時代を迎
えることになる｡プロイセンとの戦争に敗れて第2帝制が崩壊した後､
フランスを襲ったのは恐るべき内戦であった｡それが終結した後も､ほ
どなくして本格化する帝国主義の時代に突入するにあたり､政治支配層
にとって､深刻に分裂した国民を統合することが緊急かつ不可欠の課題
であった｡第3共和制で､その解決が図られることになる｡
【註】
(1)Fourrier,op.°it.,p.131.
(2)Monchambert,op.°it.,p.43.
(3)CiteparProst,op.°it.,p.176,
(4)CiteparPonteil,op.°it.,pp.244-245.
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